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砂と自然粘土を様々な割合で混合した混合土に対し，一連の非排水三軸圧縮試験を行った．まず砂が主

体となり骨格構造を成す領域と粘土が主体となる領域の境界を調べた結果，細粒分含有率Fc=20%程度を

境に非塑性と塑性の材料に分かれたのでこの付近を境界と考えた．実験により非排水せん断強度は砂が骨

格構造を成す領域では，Fcが同一であっても間隙比の違いによって強度は異なるが，粘土主体の領域では，

それぞれのFcに対して，強度は一義的に対応することが明らかとなった．さらに，砂が骨格を成す領域に

おいて，強度と間隙比の関係は，Fcによって異なるが，細粒分を粗粒分と等価とみなす割合である寄与率

bを導入した等価骨格間隙比を用いることにより，非排水せん断強度と等価骨格間隙比との間に一義的対

応関係が存在することが明らかとなった． 
 

     Key Words : sand-clay mixtures, fines content, sand skeleton, equivalence void ratio, triaxial test,  
     undrained shear strength 

 
 

1. まえがき 
 
土質分類法において土は，粒度により細粒分含有率

Fc=50%を境に粗粒土と細粒土に大分類される．設計に

おいても，土は砂か粘土かいずれかに区分され，砂と粘

土では全く異なる方法により評価される．しかし，実際

にはいずれにも区分しにくい，いわゆる中間土1)と呼ば

れる土も存在し，その取り扱いに苦慮している現状にあ

る．自然土中には，砂，シルト，粘土などの粒径と性質

が異なる土粒子が様々に混在しているため，土を砂か粘

土に2分して取り扱うことは問題である．これまで砂と

細粒土を混ぜた混合土に関する研究は，砂に細粒土を加

えたもの，あるいは逆に粘土に砂を加えたものの二通り

に分けられる．前者は主に，砂質土の地震時の液状

化2), 3), 4), 5), 6)や緩い砂の流動変形や静的液状化7), 8)に関する

ものであるが，後者は粘性土の圧密や静的強度に関する

ものが多く粗粒分の混入による圧縮指数の低下9), 10)や，

せん断強度の低下11)などを調べたものが多かった．しか

し，いずれの研究も砂側のみ，あるいは粘土側のみのも

のが多く，砂から粘土まで統一的に調べた研究はさほど

多くは見られない． 
混合土の構造は，粗粒土が主体である場合と細粒土が

主体である場合とで性質が異なる．細粒分含有率が低く，

粗粒土の骨格が構造の主体となっているものでは，一定

の細粒分含有率であっても粗粒土骨格の配列は自在に変

化し得る．一方，細粒分含有率がある程度以上となり，

細粒土が形成するマトリックスの中に粗粒子が存在する

状態においては，混合土の特性は，細粒土自体の持つ性

質に支配される12), 13), 14), 15)．このように，混合土の構造の

主体は細粒分含有率によって変化し，特に細粒分含有率

の低い混合土では，粗粒土が形成する骨格構造がその特

性を支配し，細粒土は補助的に影響を及ぼすと考えられ

る16), 17)．図-1に砂から粘土に至る混合土の間隙比と強度

特性の変化を模式的に示す．図-1(a)において，砂には，

一定の拘束圧下においても最大間隙比(a)，最小間隙比(b)
の範囲内で種々の間隙比が存在するのに対し，粘土では

正規圧密状態では，圧密圧力に対応するユニークな間隙

比(d)が存在する．また，砂側から細粒分含有率が増加
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する場合，徐々に最大・最小間隙比の差が狭まって行き，

その差が0となってその後，粘土側に移行して行く境界

の細粒分含有率(c)が存在する．ここで，細粒土が非塑性

のシルトである場合，シルトも砂同様粒状体としての構

造を成すのでこの模式図とは異なる．一方，対応する強

度は，図-1(b) のように細粒分含有率の増加に伴って変

化し，砂の最大・最小間隙比に対応する強度(a)’，(b)’ か
ら粘土側に移行する強度(c)’を経て粘土の強度(d)’に至る． 
これまで，砂が主体である混合土の骨格構造を表すも

のとして，Mitchell18)と Kenny19)により提案された骨格間

隙比(eg)の概念が多く用いられてきた．Georgiannouら 7)は，

砂に質量百分率 10%程度以下のカオリンを混合した混合

土に対し，三軸非排水圧縮・伸張試験を行い，混合土の

せん断強度が骨格間隙比に大きく依存していることを示

し，粘土分含有率が一定の条件では，骨格間隙比が低い

ほど強度が高くなることを示した．Thevanayagamら 20)は，

細粒分として非塑性の細粒シリカ 10%とカオリン 10%と

25%をそれぞれ砂と混合し，三軸圧縮試験を行った．そ

の結果，砂単体および混合土ともに，間隙比・有効応力

面上における定常状態線が，細粒分含有率によってそれ

ぞれ異なる曲線となり，一本では表せないことを示した．

間隙比に代わり骨格間隙比を用いれば，それぞれの曲線

は近づくが，完全には一致しない結果となった． 
Pitman ら 8)は緩詰め砂の非排水せん断強度に及ぼす細

粒分の影響について調べるために，Ottawa sand に非塑性

の細粒シリカ(d < 0.075 mm)，カオリン(d < 0.075 mm)，細

砂(0.075 mm < d < 0.25 mm)の 3種類をそれぞれ質量含有率

10，20，30，40%となるように混合し，湿潤突固め法に

より作成した供試体に対し，一連の非排水三軸圧縮試験

を行った．その結果，非排水強度は，細粒シリカと細砂

では，間隙比と良い対応関係を示すが，カオリン混合土

の場合は，間隙比ではなく骨格間隙比と良好な対応関係

があることを示した．さらに，Thevanayagam & Mohan21) 

は，これまでの骨格間隙比のように細粒分の体積を無視

するのではなく，細粒分の体積に係数 bを掛けたものを

粗粒分の体積に加えて求めた等価骨格間隙比の概念を提

案した．この等価骨格間隙比を用いることにより，定常

状態における間隙比・有効応力関係が細粒分含有率にか

かわらず一義的関係となることを示した． 
これまでの混合土の強度に対する細粒分含有率の影響

に関する解釈は研究者によって異なり，統一的評価が困

難な状況にあった．その理由は，特に初期状態の評価が

曖昧で明確な基準がなかったことによると考えられる．

また，これまでの多くの研究において，供試体作製方法

は研究者によって様々であり，挙動を支配する混合土中

の砂骨格の構造についての議論があまり行われてこなか

ったためと考えられる． 
 本研究は，塑性を有する自然粘土と珪砂を様々な割合

で混合し，所定のエネルギーで突固める方法あるいは予

圧密法により，砂分が骨格構造を作る状態から細粒分が

マトリックスを構成するに至る種々の細粒分含有率から

なる供試体を作製し，一連の非排水せん断試験を行った

ものである．その結果に基づき，砂から粘土に至る広範

な粒度から成る混合土の非排水せん断強度の統一的評価

を行ったものである． 
 
 

2.  試料及び実験方法 
 
(1)  試料の物理的性質 
本研究では，山口県岩国市の岩国港で採取した海成粘

土と珪砂を様々な割合で混合し，砂質土から粘性土に至

る様々な粒度から成る混合土を作製し，実験に用いた．

まず，粗粒土試料として出来るだけなだらかな粒度とす

るため，三河珪砂 V5 号，R5.5 号，V6 号，V3 号を乾燥

重量比でそれぞれ，1：2：2：5 の割合で混合し粒度調

整を行った．粒度調整した珪砂は最大間隙比 emax= 0.850，
最小間隙比 emin=0.524 であった．一方，細粒分としては

岩国粘土を 0.425 mm ふるいで裏ごしし，それ以上の粗

粒成分を除去して用いた．このように粒度調整した珪砂

と岩国粘土を乾燥質量比が 100：0，90：10，85： 15，
83：17，80：20，70：30，50：50，0：100 の 8 通りとな

るように混合した．図-2 に実験に用いた砂，粘土およ

び混合土の粒度曲線を示す．表-1 には実験に用いた試

 

(a)  間隙比と細粒分含有率の関係 

 
(b)  強度と細粒分含有率の関係 

図-1  細粒分含有率の変化に伴う混合土の間隙比と強度変化の

概念 
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料の物理的性質を示す．岩国粘土は自然状態で細粒分

Fc=98.0%，粘土分 Pc=38.8%から成り，さらに約 2%の砂

分を含んでいたため，実験に用いた各混合試料の細粒分

含有率は岩国粘土含有率よりも低くなっている．岩国粘

土は，塑性指数 Ip=47.5 で中塑性の粘土である．表のよ

うに，混合土においては細粒分含有率 Fc が減少するに

つれ塑性指数 Ipが低下し Fc=16.7%以下では NPとなり，

これにより砂質土と粘性土の境界がこの付近にあると判

断された． 
 
(2)  供試体作製および実験方法 
前述のように本研究で対象とした混合土は，細粒分含

有率Fc=16.7%を境に塑性および非塑性の材料に分かれた．

Fc=16.7%以下の非塑性の試料については，湿潤突固め法

により供試体を作成した．Naeini and Baziar22)は，砂質系

混合土の供試体作製において突固め法は，試料分離が起

こらず所定の細粒分含有率で比較的均質な供試体を作成

可能と評価し推奨している．本研究ではまず，砂と細粒

土の混合を容易にするために，細粒土を液性限界の 2倍
程度の初期含水比 150%に調整し，砂と混合しよくかき

混ぜた．次に，混合試料を飽和度上昇のための炭酸ガス

が注入可能な初期含水比を約 w=10%となるように含水

比を調整した．このようにして作成した混合土試料をモ

ールド内に 5層に分けて投入し，各層に写真-1 に示す鉄

製のランマーに取り付けた環状の錘を目標高さまで引き

上げ繰返し落下することにより所定のエネルギーを与え

た．突固めエネルギーEc は，WR をランマー重量(= 
0.00116 kN)，Hを落下高さ(m)，NLを層数(= 5)，NBを 1層
ごとの突固め回数として次式で求め，突固め回数と落下

高さを変化させ調整した 22), 23)． 
 

V
NNHW

E BLR
c

⋅⋅⋅
=   (1) 

 
表-2 に実験で各供試体に与えた突固めエネルギーと

それに必要な突固め回数および落下高さの一覧を示す．

ここでは，上層になるほど突固め回数を増やしたが，各

層の目標層厚が一定となるよう試行錯誤により落下回数

を定めた．さらに，出来上がった供試体を分割して各層

の密度を調べた結果，ほぼ均一な密度であることを確認

した．本研究ではEc=22, 51, 113, 324, 504 kJ/m3の 5通りの

突固めエネルギーを設定したが，最小の突固めエネルギ

ーEcの場合のみランマーの落下高さを 5 cm とし，それ

以外は 18 cm とした． 
一方，細粒分含有率Fc=19.6%以上の試料は，塑性を有

し含水比も高く，突固め法による供試体作成が無理であ

ったため，予圧密法 24)より供試体作成を行った．まずそ

れぞれの細粒分含有率の試料に対して，液性限界の約 2
倍の含水比で撹拌して，直径 5 cm，高さ 20 cm の予圧密

セルに空気が入らないよう試料をゆっくり投入した．次

に鉛直圧 50 kPaを載荷し，3t法により 1次圧密終了を確

認した後，試料を取り出し，直径 5 cm，高さ 10 cm の供

試体に成形した．なお，本研究においては，供試体の品

質を保つために，砂単体および混合土共に実験における

試料の使用は 1回のみとし，繰返し使用は行っていない． 
本研究ではこれらの混合土供試体に対して，有効拘束

圧 100 kPaにおいて軸ひずみ速度 0.1%/minで非排水三軸

表-2  突固め供試体の調整方法 

1st 2nd 3rd 4th 5th

504 60 80 100 120 140 0.184 0.00116
324 40 50 65 75 85 0.184 0.00116
113 14 19 23 25 29 0.184 0.00116
51 4 7 10 13 16 0.184 0.00116
22 5 10 15 25 30 0.050 0.00116

Number of dropping per a layerE c

(kJ/m3)

Height of dropping
weight (m)

Weight of
rummer (kN)

表-1  試料の物理的性質 

Iwakuni clay
content (%)

Fines
content (%)

Clay
content (%) G s

w L
(%)

w P
(%)

I P
D 50
(mm)

100 98.0 38.8 2.610 77.34 29.89 47.5 0.006
50 49.0 19.4 2.631 58.24 26.83 31.4 0.155
30 29.4 11.6 2.639 47.31 18.67 28.6 0.254
20 19.6 7.8 2.644 35.33 20.71 14.6 0.440
17 16.7 6.6 2.645 ― ― NP 0.439
15 14.7 5.8 2.646 ― ― NP 0.439
10 9.8 3.9 2.648 ― ― NP 0.438
0 0 0 2.652 ― ― NP 0.861
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図-2  混合土の粒径加積曲線 

 
写真-1  突固め用ランマー 
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(a)  突固めエネルギー一定で作製した供試体の 
間隙比と細粒分含有率の関係 

圧縮試験を行った．さらに，実験終了後全ての供試体に

対して粒度試験を行い，試料が初期に想定したとおりの

粒度分布であったかどうか，また突固めによる粒子破砕

はないか調べたが，初期に想定したとおりの粒度分布で

あり，粒子破砕も認められなかった． 
 

(3)  混合土の骨格構造 
混合土の組成は試料が飽和状態である場合，図-3 に

示すように間隙，細粒子および粗粒子の三つに分けて考

えることができる．図に示したbは細粒分の体積を粗粒

分の体積と等価とみなせる割合であり，寄与率と呼ばれ，

詳細の説明は後述する．このような土の3相モデルにお

いて，間隙と土粒子全体または間隙と粗粒子の体積の比

によりそれぞれ間隙比e，骨格間隙比egが定義されてい

る．一般的な間隙比eは，固体部の体積Vs(= Vss+Vsf)と間隙

部の体積Vvの比により次式で求められる． 
 

sfss

v

VV
V

e
+

=    (2) 

 
しかし，細粒分を含む混合土では，粗粒土と細粒土で

せん断強度発現に対する役割が異なるため，両方を含め

た間隙比で土の初期状態を表すことには無理があると考

えられる．せん断強度の発現においては，粗粒子骨格の

影響の方が大きいという考えから，細粒土を間隙とみな

す骨格間隙比 18), 19), 20)が次式で提案された．  
 

ss

sfv
g V

VV
e

+
=    (3) 

 
図-4 に 5種類の突固めエネルギーにより作成した供試

体の有効拘束圧 100 kPa の等方圧密下における間隙比 e 
および骨格間隙比 egと細粒分含有率 Fcの関係を示す．

珪砂に対しこれらの突固めエネルギーで突固めを行った

ところ，Dr=0%，30%，50%，65%，70%の相対密度の供

試体を作成することができた．このランマーでは，最大

で Dr=70%の相対密度までしか供試体作成が出来ず，

Ec=1008 kJ/m3を与えてもほぼ同じ相対密度しか作成でき

なかった． 
図-4(a) には細粒分含有率Fc=0%から 30%までの供試体

における間隙比 e と細粒分含有率 Fcの関係を示す．本

研究では，Fc=0, 9.8, 14.7, 16.7%の異なる細粒分含有率か

ら成る試料に対して突固めエネルギーを Ec=22, 51, 113, 
324, 504 kJ/m3のそれぞれを一定で与えたところ，様々な

間隙比の供試体が作製された．図から，突固めエネルギ

ーの低い Ec=22 kJ/m3，51 kJ/m3においては細粒分含有率

の増加に伴い間隙比はほぼ直線的に減少する傾向が認め

られる．しかし，Ec= 113 kJ/m3 を超える高い突固めエネ

ルギーにおいては，間隙比は細粒分含有率の増加ととも

に減少し Fc=10~15%付近で最小となり，その後さらなる

細粒分含有率の増加に対し増加に転じる傾向が認められ

る．さらに，Fc=16.7%付近においてはそれぞれ突固めエ

ネルギーが異なるにも拘らず，それぞれの間隙比の差が

少なくなり，ほぼ一点に集まっていることが特徴的であ

る．図中，細粒分含有率が 19.6%を超える試料について 
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図-4  突固めエネルギー一定で作製した供試体の間隙比，骨格間隙比と細粒分含有率の関係 

(b)  突固めエネルギー一定で作製した供試体の 
骨格間隙比と細粒分含有率の関係 
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図-3  土の構造模式 
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図-5  骨格相対密度一定で作製した供試体の骨格間隙比，間隙比と細粒分含有率の関係 

は，圧密圧力 50 kPaの予圧密により作製した結果を示し

ている． 
図-4(b) には，間隙比を骨格間隙比 egで表し，その結

果を細粒分含有率との関係で示した．骨格間隙比は，細

粒分含有率の増加と共に増加し，Fc=15%を過ぎた付近

で砂の最大間隙比を超えていることが認められる．すな

わち，この付近で，砂の間隙が細粒分により埋められ，

砂骨格が崩れ始めることが示唆される．Fc=19.6%の予圧

密法により作製した供試体の骨格間隙比は珪砂の最大間

隙比 emax=0.85付近にあり，さらに Fc=29.0%では大きな骨

格間隙比となっている．ここで，骨格間隙比が珪砂の最

大間隙比以下の混合土は，砂粒子が骨格を形成している

が，それを超えると細粒土の中に砂が散在する構造にな

ると考えられる． 
次に，細粒分含有率 Fc=0~16.7%の範囲において砂骨格

相対密度 Drgを 0，30，50，65%でそれぞれ一定に保つよ

う突固めエネルギーを調整して供試体を作製した．図-
5(a) にその砂骨格間隙比 egと細粒分含有率の関係を示し

ている．図中破線で示した曲線は図-5(b) の最大と最小

の突固めエネルギーによる供試体の骨格間隙比の曲線で

あり，ここでの突固めエネルギーの範囲内ではこれらの

曲線の内側にしか両者の関係が存在し得ない．このよう

な理由から Drg=50%と 65%においては，Fc=14.7%以上の

供試体は作成できなかった．図-5(b) は間隙比により表

示をしているが，骨格間隙比一定の場合，間隙比は細粒

分含有率の増加に伴い直線的に減少する傾向が認められ

る． 
図-6 には，砂から粘土に至る混合土全体の間隙比と

細粒分含有率の関係を示す．前述のように，砂が構造を

成す領域では同一の拘束圧下において種々の間隙比が存

在するが，粘土が構造の主体となる領域においては，正

規圧密状態ではそれぞれの細粒分含有率に対してユニー

クな間隙比しか存在しないこと，またそれらの境界が

Fc=20%付近であることが明らかである． 
 
 

3.  非排水せん断特性 
  
非排水せん断試験より得られた各混合土の軸差応力-

軸ひずみ関係および有効応力経路を図-7~9 にそれぞれ

示す．図-7(a)~(e) には各突固めエネルギーEc=22，51，
113，324，504 kJ/m3で作成した供試体に対する試験結果

が示されている．図-7(a), (b) の突固めエネルギーの低い

Ec=22 kJ/m3，Ec=51 kJ/m3 では，いずれの細粒分含有率に

おいても収縮挙動に伴うひずみ軟化挙動を示し，特に

Ec=22 kJ/m3では最終的に有効応力がほぼ 0となって静的

液状化を起こしているが，細粒分含有率の増加に伴い最

大軸差応力は増大していることがわかる．一方，図-7(d), 
(e) の突固めエネルギーが高いEc=324 kJ/m3，Ec=504 kJ/m3

においては細粒分含有率の低いFc=0，9.8%のとき，応力

経路は顕著な膨張挙動を示し，Fc=14.7%でも膨張傾向で

(b)  骨格相対密度一定で作製した供試体の 
間隙比と細粒分含有率の関係 
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(a)  骨格相対密度一定で作製した供試体の 
骨格間隙比と細粒分含有率の関係 
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図-8  各細粒分含有率の試料の有効応力経路と 

軸差応力－軸ひずみの関係 
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(c) Ec=113kJ/m3 (有効応力経路と軸差応力-軸ひずみ関係) 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20
Axial strain, εa (%)

0 100 200 300 400
0

100

200

300

400

500

D
ev

ia
to

r 
st

re
ss

, 
q 

(k
P

a)
 Ec=324kJ/m3

Effective mean principal stress, p' (kPa)

: Fc=0%
: Fc=9.8%
: Fc=14.7%
: Fc=16.7%

(d) Ec=324kJ/m3 (有効応力経路と軸差応力-軸ひずみ関係)  

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20
Axial strain, εa (%)

0 100 200 300 400 500 600
0

100

200

300

400

500

600

700

D
ev

ia
to

r 
st

re
ss

, 
q 

(k
P

a)
 Ec=504kJ/m3

Effective mean principal stress, p' (kPa)

: Fc=0%
: Fc=9.8%
: Fc=14.7%
: Fc=16.7%

(e) Ec=504kJ/m3 (有効応力経路と軸差応力-軸ひずみ関係) 

 
図-7  各突固めエネルギーにより突固められた試料の 

有効応力経路と軸差応力－軸ひずみの関係 
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硬化挙動を示しているが，Fc=16.7%では収縮挙動に転じ

ていることがわかる．また，細粒分含有率の増加に伴い

最大軸差応力が減少する傾向にあることが観察される．

図-7(c) の Ec=113 kJ/m3 では両者の中間的挙動となり，

Fc=0 および 9.8%では膨張に続き収縮挙動を示すが，

Fc=14.7% およびFc=16.7%では収縮一辺倒の挙動を示して

いる． 
図-8(a)~(d) は，各細粒分含有率から成る試料のせん断

挙動におよぼす突固めエネルギーEcの影響を示したもの

である．図-8(a) において，細粒分含有率 Fc=0%では，

Ec=113 kJ/m3 以下で収縮挙動を示し，中でも突固めエネ

ルギーが最も低いEc=51 kJ/m3では，有効応力がほぼ 0と
なり静的液状化起こしている．また，全体的には突固め

エネルギーの増加に伴い最大軸差応力が増大する傾向が

認められる．一方，図-8(d) の細粒分含有率が 16.7%の場

合においては，突固めエネルギーEcの違いによらずいず

れも収縮挙動に伴う軟化挙動を示し，軸ひずみ 5%を超

えたあたりからほぼ同一の残留強度を示すことが観察さ

れる．図 -8(e) には予圧密法により作製した

Fc=19.6~98.0%の供試体に対する結果を示す．Fc=49.0%以

下では変相点に達した後，若干の膨張挙動を示している

が，Fc=98.0%では収縮一辺倒で限界状態に至る挙動を示

している．このように，粘土が挙動の主体となる混合土

においても砂分の影響は残り，細粒分含有率の増加によ

り粗粒子の噛み合いが消失し次第に粘土だけの挙動に近

づいていくことがわかる．Fc=16.7%と Fc=19.6%の間で挙

動に若干の不連続が見られるが，これは供試体作成法の

違いによるものと考えられる． 
図-9(a)～(d) には骨格間隙比を一定として行った実験

結果をそれぞれ示す．図-9(a) の Drg=0%(eg=0.85)において

はいずれもせん断中収縮および軟化挙動を示し，図-9(a) 
のEc=22 kJ/m3の場合と同様な傾向を示すが，細粒分含有

率の増加に伴い軸差応力の顕著な増加が認められる．一

方，図-9(d) の Drg=65%(eg=0.632)においては顕著な膨張挙

動を示し，細粒分の増加に伴い軸差応力は増加している．

図-9(c)の Drg=50%(eg=0.682)程度が収縮挙動から膨張挙動

に遷移する境界領域と考えられる．またすべての図から，

骨格相対密度が一定の条件では，細粒分含有率の増加に

伴い，軸差応力が増加する傾向が認められる．このこと

から，混合土の非排水せん断強度に対して，粗粒子骨格

の役割が主体であり，細粒分の影響は補助的なものであ

ることが推察できる． 
図-10(a), (b) に砂から粘土に至る全ての供試体の最大

軸差応力を初期有効拘束圧で正規化した最大軸差応力比

(qpeak / pc’)と細粒分含有率の関係を示す．ここで初期有効

拘束圧で正規化した理由は，砂の影響が卓越する部分は

φ材であること，粘土の影響が卓越する部分では正規圧

密状態と考え，粘着力は存在しないと判断したためであ

る．まず，図-10(a) は Fc=0~16.7%間を一定のエネルギー

で突固めた場合の結果を示したものである．高い突固め

エネルギーを用いた場合，最大軸差応力は細粒分含有率

の増加に伴い大きく低下するのに対し，低い突固めエネ

ルギーの場合わずかに増加傾向を示し，Fc=20%付近で

突固めエネルギーの違いに拘らず 1点に収束し，次第に

粘土の強度に移行していく様子が認められる．一方，予

圧密供試体においては，Fc=30%以上で最大軸差応力は

ほぼ一定の値を示しており， Fc=30%以上では細粒土主

体の構造となって，砂の影響をほとんど受けない粘土自
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図-9  骨格相対密度統一における有効応力経路と 
軸差応力－軸ひずみの関係 
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体の強度が発現されることが分かる．また，図-10(b) に
は， Fc=0~16.7%の間で骨格相対密度を一定とした場合の

最大せん断応力比と細粒分含有率の関係を示す．骨格相

対密度を一定するためには，細粒分含有率の増加に対し

て粗粒分の体積は一定であるが，細粒分の体積が増加す

るので，最大軸差応力も増加する． 
 
 
4.  せん断強度と骨格構造の関係 
 
混合土の非排水せん断試験の結果から，突固め法によ

り作製した細粒分含有率 Fc=0~16.7%の供試体に対する非

排水せん断強度(qu)と間隙比 e の関係について検討を行

う．図-11 に最大せん断強度比と間隙比の関係を示す．

図より，間隙比が一定の条件では，細粒分含有率が高い

ほど強度は低くなり，また最大と最小の強度の幅は，細

粒分の増加に伴って小さくなることがわかる．また，同

一の細粒分含有率に対しては間隙比が小さいほど強度が

増加する傾向が認められる．図中，細粒分含有率の増加

に伴い非排水せん断強度と間隙比の取り得る範囲が狭く

なり特にFc=16.7%においては，狭い範囲にのみプロット

が存在しているが，これは図-4 にも示したようにこの

部分では，砂の間隙内が細粒分でほぼ埋め尽くされ，突

固めエネルギーが異なってもほぼ同一の間隙比となった

ためと考えられる．前述のように，混合土の非排水せん

断強度特性は，粗粒土が成す骨格構造に大きく影響され

ると考えられるため，細粒土を間隙とみなした砂骨格間

隙比による表示を行った．図-12 に最大せん断強度比と

骨格間隙比 eg の関係を示す．図より，骨格間隙比の減

少に伴い強度の増加が認められる．また，骨格間隙比が

一定の場合，細粒分含有率の増加に伴う強度の増加が認

められる．このように，これらの関係においても細粒

分含有率が異なると異なる関係となり，間隙比と強度に

一義的関係が見い出せない． 
 
 

5.  等価骨格間隙比による混合土のせん断強度の評 
価 

 
 細粒分を含む砂の骨格と間隙比の関係を考えるとき，

通常の間隙比は，細粒分を砂と同等の固体で骨格を形成

するとみなしている．一方，骨格間隙比の概念において

は，細粒分を間隙とみなし，骨格形成に全く寄与しない

と考えており大げさな表現となる．本研究では，その中
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図-10  混合土の最大軸差応力比と細粒分含有率の関係 
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図-11  非排水せん断強度と間隙比の関係 
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図-12  非排水せん断強度と骨格間隙比の関係 
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間に位置し，細粒分をある程度の度合いで粗粒子と同等

に骨格構造の形成に加担する要素とみなす等価骨格間隙

比11), 25)の概念を用い，細粒分が土全体の挙動に与える影

響について検討した．等価骨格間隙比egeは，骨格間隙比

の概念を拡張したものであり，砂が骨格を形成し得る範

囲の細粒分含有率において成立し，次式で表される． 
 

sfs

sfv

sfss

sfv
ge VbV

VbV
bVV

VbV
e

)1(
)1()1(

−−

−+
=

+

−+
=     (4) 

 
ここに， bは細粒分の粗粒分に対する寄与率である．式 
(4) より，等価骨格間隙比は，b=1のときは細粒分を粗粒

分と同等とみなすため，通常の間隙比と等価であり，

b=0のときは細粒分の存在を認めない骨格間隙比と等価

である．b=0から1の間の値を持ちその大きさにより粗粒

子と等価とみなせる程度を表している． 
本研究では，Fc=0~16.7%の混合土供試体の非排水せん

断強度と初期間隙比の関係が砂単体Fc=0%における関係

と等しくなるようなbを試行錯誤により調べ，最も良い

一致をみるbを混合土の寄与率bと定義した．図-13 に最

大せん断強度比と等価骨格間隙比egeの関係を示す．図-
13 には，ベストフィットした寄与率b=0.3としたときの

最大せん断強度比と等価骨格間隙比の関係を示している．

図-11, 12 との比較からも明らかなように，Fc=16.7%以下

の異なる細粒分含有率から成る混合土に対して，砂単体

(Fc=0%)の最大せん断強度比と間隙比の関係に最も近い

関係が得られた．すなわち，このことは細粒分が岩国粘

土の場合，細粒分が砂分の30%の割合で非排水せん断強

度に寄与していることを意味している．なお，この寄与

率は用いた珪砂と岩国粘土の粒径比によるものであり，

材料が変われば変化するものと考えられる． 
 
 
 

 
6. 定常状態における等価骨格間隙比の評価 

 
土は定常状態に至ると一本の e-log(P)関係 (SSL) 26)を示

すことが明らかとなり，この関係は構成則を作成する際

の重要なパラメータとして利用されてきた．図-14 に細

粒分含有率 Fc=0~16.7%の範囲の試料に対して，せん断時

の応力増分がほぼゼロになった軸ひずみ εa=20%時点を

厳密ではないが定常状態とみなし，その時点の等価骨格

間隙比と平均有効主応力の関係を示す．寄与率 b=0，1，
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(a)  等価間隙比 ege(b=1)と有効主応力P'ssの関係 
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(b)  等価間隙比 ege(b=0)と有効主応力P'ssの関係 
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(c)  等価間隙比 ege(b=0.3)と有効主応力P'ssの関係 

 

図-14  εa=20%における等価間隙比 egeと有効主応力P'ssの関係 
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図-13  非排水せん断強度と等価骨格間隙比の関係 
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0.3 の場合をそれぞれ図-14(a)，(b)，(c) に示す．図-14(a) 
より，通常の間隙比を用いた場合混合土においては細粒

分含有率ごとに異なる関係が現れ，定常状態線を一義的

に表現できないことがわかる．また，図-14(b) の b=0 す

なわち骨格間隙比を用いた場合は，細粒分含有率が高い

ものほど上方に移動し，それぞれの曲線の間隔は狭まっ

たものの異なった曲線を描いている．さらに試行錯誤を

続け，強度の時と同様 b=0.3 を用いた時に図-14(c) に示

すように全ての曲線が砂単体の曲線に漸近し，一義的関

係となることが認められる． 
 
 

7.  まとめ 
 
本研究は，自然粘土である岩国粘土と粒度調整した珪砂

を種々な割合で混合し様々な初期密度状態で一連の非排

水せん断試験を行ったものである．本研究により得られ

た知見をまとめると以下のとおりである． 
1） 混合土のコンシステンシー試験から細粒分含有率約

Fc=20%程度以上では塑性指数を有するが，それ以

下では非塑性NPとなり，約Fc=20%が砂と粘土の力

学的境界となることが示唆された． 
2） 三軸供試体作成において砂が骨格構造を形成する

Fc=16.7%以下では突固め法を，それ以上では予圧密

法を採用した． 
3） 砂が骨格構造を形成する領域における混合土の非排

水せん断強度は，粗粒子の骨格間隙比に大きく依存

する．非排水せん断強度は，細粒分含有率の増加に

伴い緩詰め状態では密度増加により増加傾向を，逆

に密詰め状態では粗粒子の骨格構造の消失により大

きく減少する． 
4） 粘土が主体となる領域では，非排水せん断強度は細

粒分含有率に対応して変化するが，Fc=30%以上で

はほぼ一定となる． 
5） 砂が骨格構造を形成する領域では，細粒分の寄与率

bを導入した等価骨格間隙比を導入することにより，

砂・粘土混合土の非排水せん断強度および定常状

態をほぼ一義的に表すことができる． 
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EFFECT OF FINES ON UNDRAINED SHEAR CHARACTERISTICS OF SAND-
CLAY MIXTURES 

 
Masayuki HYODO, Uk-Gie KIM, Yukio NAKATA and Norimasa YOSHIMOTO 

 
A series of undrained triaxial tests was performed on sand and natural clay mixtures with various fines 

content. The boundary of the area where sand formed the structural skeleton and the area where clay 
composed the matrix was examined. The consistency changed drastically on the boundary of fines content 
about Fc=20%. The comprehensive undrained shear strengths were presented for materials from sand to 
clay with various fines content. Although the strength was varied depending on their void rario even if the 
fines content was indentical for the material in which sand forms skeleton, a unique undrained strength 
dependent on fines content was observed in material where clay formed the matrix. A unique relationship 
between equivalent granular void ratio and undrained strength and steady state strength were confirmed 
for the material which has sand skeleton. 
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